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１.事業名

２.担当部署

３.事業の概要

４.事業の目的

５.事業対象

６.年度末状態

７.事業予算（決算） 16,400千円 執行額 執行率 97.99%

８.事業評価

９.事業評価理由

10.事業の課題

11.課題の要因

12.令和４年度の方向

　拡大防止協力金の支援対象外である飲食業の関連事業者及び不要不急の外

出・移動の自粛の影響を受けた事業者109件への給付金支給により、幅広い業

種への事業継続支援を行った。

課題なし

課題なし

　地域経済の景況を見極め、事業継続支援が必要な対象業種の検討を行った

上で事業を実施する。

非常に効果的であった

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　事業効果検証シート

時短要請等関連事業者応援給付金事業

産業経済部

　国の「月次支援金」及び県の「時短要請等関連事業者支援金」に上乗せし

て、給付金を支給するもの。

　新型コロナウイルス感染症の拡大による緊急事態措置・まん延防止等重点

措置に伴う飲食店の休業、営業時間短縮等の影響や、不要不急の外出・移動

の自粛の影響を受け、売上の大きな減少に直面している市内事業者の事業継

続を支援する。

市内においてコロナウイルス感染症の影響を受けた飲食業の関連事業者や不

要不急の外出・移動の自粛の影響を受けた事業者

年度内完了

16,071千円


